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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期

第３四半期連結
累計期間

第89期
第３四半期連結
累計期間

第88期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高　　　　　　　　（百万円） 112,611 112,606 154,121

経常利益　　　　　　　（百万円） 8,347 9,548 11,237

四半期（当期）純利益　（百万円） 5,579 6,514 6,886

四半期包括利益又は

包括利益　　　　　　　（百万円）
4,317 4,643 5,106

純資産額　　　　　　　（百万円） 89,992 90,230 89,172

総資産額　　　　　　　（百万円） 161,709 155,109 155,321

１株当たり

四半期（当期）純利益金額　（円）
29.27 34.96 36.22

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額　（円）
－ － －

自己資本比率　　　　　　　（％） 55.30 57.77 57.03

　

回次
第88期

第３四半期連結
会計期間

第89期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり

四半期純利益金額　　　　　（円）
8.14 12.23

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第88期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しています。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

　当第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日までの９ヶ月間）におけるわが国経済は、東

日本大震災の影響により依然として厳しさが残るなかで、円高の長期化、欧州財政危機や中国経済の減速に加え、タイ

大洪水の影響もあり、不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループを取り巻く事業環境においても、国内外の需要は本格的な回復に至らず、原燃料価格の上昇や円高の影

響が引き続き懸念される状況にありました。

　このような事業環境下において、当社グループは、当事業年度を初年度とする３ヵ年の「２０１３中期経営計画」を

スタートさせ、収益力強化のための各種施策を実行する中で、特に高付加価値製品の拡販、高機能製品の市場開拓に注

力いたしました。また、高値にあった原燃料価格がさらに上昇する中、製品価格の適正化に引き続き取り組む一方で、

生産コストの低減を継続してまいりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、112,606百万円と前年同期並み（前年同期比５百万円減）となり

ましたが、営業利益は、8,844百万円と前年同期比10.6％の増益、経常利益は、9,548百万円と前年同期比14.4％の増益、

四半期純利益は、6,514百万円と前年同期比16.8％の増益となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。　

①機能化学品事業

　脂肪酸誘導体は、中国経済の減速などにより海外向けの需要の伸びは鈍化したものの、需要は堅調に推移し、前年

同期に比べ売上高は増加しました。

　界面活性剤は、トイレタリー原料用の需要が堅調であったこと、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導

体は、化粧品および医薬原料向けの拡販に注力したことにより、それぞれ売上高は増加しました。

　有機過酸化物は、太陽電池の在庫調整およびタイ大洪水の影響により需要が低調であったため、売上高は減少しま

した。

　特殊防錆処理剤・防錆加工は、震災の影響を受けたものの、韓国における自動車向けの需要が好調であったことに

加えて、欧米の需要も堅調であり、売上高は増加しました。

　機能性フィルムおよび電子材料は、震災の影響に加え、地上デジタルテレビ放送への移行に伴う買い替え需要の反

動もあって、家電向けの需要が低調であったため、売上高は減少しました。

　これらの結果、機能化学品事業の売上高は、71,177百万円と前年同期並み（前年同期比40百万円減）となり、営業

利益は、5,922百万円（前年同期比11.7％増）となりました。

②ライフサイエンス事業

　食用加工油脂は、製パン用機能性油脂を中心に拡販し、前年同期に比べ売上高は増加しましたが、原燃料価格の影

響を大きく受け減益となりました。

　機能食品関連製品は、需要が底堅く、売上高は前年同期並みとなりました。

　生体適合素材であるＭＰＣ（２-メタクリロイルオキシエチルホスホリルコリン）関連製品は、医薬関連向けの需

要は堅調であったものの、アイケア向けの需要が低調であったため、売上高は減少しました。

　ＤＤＳ（ドラッグ・デリバリー・システム：薬物送達システム）医薬用製剤原料は、欧米大口需要家向けＰＥＧ

修飾剤の需要が堅調であったものの、その他製品の需要が低調であったため、売上高は減少しました。

　　これらの結果、ライフサイエンス事業の売上高は、17,955百万円と前年同期並み（前年同期比２百万円減）とな

り、営業利益は、1,865百万円（前年同期比21.4％減）となりました。

③化薬事業

　産業用爆薬類は、公共事業投資の減少により土木向けの需要が低調であったため、売上高は減少しました。

　ロケット関連製品および防衛関連製品は、売上高は前年同期並みとなりました。

　その他製品で新規開発品の納入があり、売上高は増加しました。

　これらの結果、化薬事業の売上高は、22,274百万円（前年同期比1.1％増）となり、不採算品の見直しとコスト削減

の効果もあって、営業利益は1,718百万円（前年同期比130.6％増）となりました。

④その他の事業　
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　その他の事業は、運送事業および不動産事業から構成されております。その売上高は、1,200百万円（前年同期比

14.0％減）、営業利益は、82百万円（前年同期比30.9％減）となりました。　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上および財務上の課題について、重要な変更

はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　①会社の支配に関する基本方針

　　当社は、当社の財務および事業の方針を決定する者は、当社の経営理念や当社企業価値の様々な源泉、当社を支

　えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上させる

　者でなければならないと考えております。一方、当社の支配権の移転を伴う買付提案等がなされた場合にこれに応

　ずるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　　しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の

　利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締

　役会や株主が買付の条件等について検討するための、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分

　な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくありません。

　　このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務および事業の方針の決定を支配する者

　として不適切と考えております。

　②会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

　　当社は、1937年の創業以来、事業の多角化、事業のグローバル化、そしてまた、事業領域と経営資源の選択と集

　中を進めながら、幅広い事業領域を有する総合化学メーカーとして成長してきました。

　　現在、当社は、「バイオから宇宙まで幅広い分野で新しい価値を創造し、人と社会に貢献します」との経営理念

に基づいて、安定的かつ持続的な成長と発展を実現すると共に、社会の一員として、コンプライアンスはもとよ　り、

自然環境保護や健康、安全の確保などの企業の社会的責任を果たすことにより、あらゆるステークホルダーの　皆様

にとって、存在価値のある企業であり続けることを目指しております。

　　上記の長期的な視点に立った経営理念の下で、当社は、中期的に実現すべき目標として、期間を３年間とする中

　期経営計画を策定し、その達成に向け、計画を推し進めております。

　　当社は、永年培ってきた多様な固有技術を含む有形・無形の経営資源が一体となって、当社の企業価値を創造し

　ていると考えております。従って、これらの経営資源を十分理解し最大限有効に活用して、安定的かつ持続的な企

　業価値の更なる向上を目指すことが、株主の皆様の共同の利益に資するものと考えます。

　③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

　とを防止するための取組み

　　当社は、平成22年５月10日開催の当社取締役会において、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすること

　を目的とする当社株券等の買付行為または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等

　の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付け等の具

　体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う

　者を「大規模買付者」といいます。）に対する対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を決議しました。本

　対応方針の概要は、以下のとおりです。

　　当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、ａ．事前に大規模買付者は当社取締役会に対して当社株主の皆

　様の判断および取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報を提供し、ｂ．当社取締役会による一定の

　評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。

　　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、当該大規模買付行為が明らかに株主共

同の利益を著しく損なうと判断される場合を除き、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりませ　

ん。

　　一方、大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、当社取締役会は、株主共同の利益

　を守ることを目的として、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗す

　る場合があります。当社取締役会が対抗措置の発動の是非について判断を行う場合は、社外取締役、社外監査役ま

　たは社外有識者からなる独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、具体的にいかなる手段を講じるかについて

　は、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。

　　また、当社取締役会は、独立委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動の決議について株主総会の開催

　を要請する場合には、株主の皆様に発動の可否を判断いただくための株主検討期間を設けた上で、株主総会を開催

　することがあります。

　　本対応方針は、平成22年６月29日開催の当社第87期定時株主総会の決議をもって同日より発効し、有効期間は平

　成25年６月に開催される当社第90期定時株主総会終結の時までとしており、有効期間中に、ａ．当社の株主総会に

　おいて本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合、ｂ．当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社

　取締役会により本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。
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　④本対応方針の合理性について

　　本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

　向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

　示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。

　　本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該買付等に応ずるべきか否かを株主の皆様

　が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付

　者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させる

　という目的をもって導入されたものです。

　　本対応方針における対抗措置の発動は、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問　し、

同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するよう、本対応方針

の透明な運用を担保するための手続も確保されております。

　　本対応方針は、株主総会での承認により発効することとしており、平成22年６月29日開催の当社第87期定時株主

　総会にて本対応方針について株主の皆様のご意思を確認させていただいたことから、株主の皆様のご意向が反映さ

　れております。また、本対応方針継続後、有効期間の満了前であっても、株主総会において、本対応方針の変更ま

　たは廃止の決議がなされた場合には、本対応方針はその時点で変更または廃止されることになり、株主の皆様の合

　理的意思に依拠したものとなっております。

　　本対応方針は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものとさ

　れており、当社の株式を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締

　役会により、本対応方針を廃止することが可能です。従って、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役

　会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締

　役任期を１年としているため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うこ

　とができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　　これらの理由により、本対応方針は、会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、4,645百万円であります。　

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは現在、運転資金及び設備資金につきましては、内部資金または借入により資金調達することとして

おります。このうち、借入による資金調達に関しましては、運転資金については期限が一年以内の短期借入金で、銀

行等からの借入金及び海外子会社の現地での借入金から構成されております。これに対して、生産設備などの長期資

金は原則として固定金利の長期借入金で調達しております。

　当社グループは、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力及び特定融資枠契約の

締結による借入枠により、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達するこ

とが可能と考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 783,828,000

計 783,828,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 191,682,752 191,682,752
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 191,682,752 191,682,752 － －

　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年10月１日～　

平成23年12月31日　　
－ 191,682,752 － 17,742,010 － 15,113,363

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

 （自己保有株式）

普通株式    7,020,000
－ －

　(相互保有株式）

普通株式       16,000
－　 －

完全議決権株式（その他） 普通株式  182,556,000 182,556 －

単元未満株式 普通株式    2,090,752 － 一単元（1,000株)未満の株式　

発行済株式総数 191,682,752 － －

総株主の議決権 － 182,556 －

　

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

日油株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目

20番３号　
7,020,000 － 7,020,000 3.66

（相互保有株式）

日光油脂株式会社

東京都墨田区東墨田二丁目

13番23号　
16,000 146,000162,000 0.08

計 － 7,036,000146,0007,182,000 3.74

　（注）１．他人名義所有分はすべて持株会である日油親栄会の名義となっております。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,714 5,709

受取手形及び売掛金 30,089 ※5
 30,715

商品及び製品 16,119 18,359

仕掛品 3,657 4,515

原材料及び貯蔵品 7,690 8,382

その他 4,652 4,772

貸倒引当金 △192 △183

流動資産合計 68,731 72,272

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 21,610 22,225

土地 19,606 19,574

その他（純額） 13,876 13,518

有形固定資産合計 55,093 55,319

無形固定資産

その他 ※1
 1,131

※1
 850

無形固定資産合計 1,131 850

投資その他の資産

投資有価証券 22,584 19,518

その他 7,986 7,216

貸倒引当金 △206 △69

投資その他の資産合計 30,364 26,666

固定資産合計 86,589 82,836

資産合計 155,321 155,109

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,807 ※5
 21,781

短期借入金 5,953 7,722

1年内返済予定の長期借入金 4,743 10,737

未払法人税等 2,965 845

賞与引当金 2,742 1,409

その他 9,109 11,718

流動負債合計 46,322 54,214

固定負債

長期借入金 8,102 697

退職給付引当金 3,917 3,848

その他 ※1
 7,805

※1
 6,117

固定負債合計 19,825 10,664

負債合計 66,148 64,878
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 17,742 17,742

資本剰余金 15,113 15,113

利益剰余金 54,129 58,962

自己株式 △1,310 △3,206

株主資本合計 85,673 88,611

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,588 3,099

為替換算調整勘定 △1,677 △2,096

その他の包括利益累計額合計 2,910 1,002

少数株主持分 588 616

純資産合計 89,172 90,230

負債純資産合計 155,321 155,109
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 112,611 112,606

売上原価 83,332 82,973

売上総利益 29,279 29,632

販売費及び一般管理費 21,286 20,788

営業利益 7,993 8,844

営業外収益

受取利息 33 49

受取配当金 559 619

その他 699 766

営業外収益合計 1,292 1,435

営業外費用

支払利息 188 178

為替差損 293 302

その他 455 249

営業外費用合計 937 731

経常利益 8,347 9,548

特別利益

固定資産売却益 0 2

負ののれん発生益 947 －

関係会社株式売却益 － 38

受取保険金 64 25

その他 0 0

特別利益合計 1,012 65

特別損失

災害による損失 105 261

固定資産除却損 61 35

投資有価証券評価損 606 2

その他 129 94

特別損失合計 902 394

税金等調整前四半期純利益 8,458 9,220

法人税等 2,800 2,659

少数株主損益調整前四半期純利益 5,657 6,561

少数株主利益 78 46

四半期純利益 5,579 6,514
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,657 6,561

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △862 △1,491

為替換算調整勘定 △477 △426

その他の包括利益合計 △1,340 △1,917

四半期包括利益 4,317 4,643

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,250 4,607

少数株主に係る四半期包括利益 66 36
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１．税金費用の計算　 　税金費用については、主として当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（法人税率の変更等による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及

び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の41％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年

度に解消が見込まれる一時差異については38％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる

一時差異については36％となります。当第３四半期連結累計期間における税金費用の計算については、当第３四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する見積実効税率に、当該税率変更に伴う影響を含めております。

この税率変更により、固定資産に計上されている繰延税金資産が８百万円、未払法人税等が155百万円、固定負債に計上さ

れている繰延税金負債が490百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が242百万円増加するとともに、法人税等

は395百万円減少しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

※１　のれん（無形固定資産） 286百万円

負ののれん（その他固定負債） 0百万円

※１　のれん（無形固定資産） 224百万円

負ののれん（その他固定負債） 0百万円

　２　受取手形裏書譲渡高 75百万円 　２　受取手形裏書譲渡高 33百万円

　３　保証債務

連結会社以外の金融機関等からの借入に対し、債務

保証を行っております。

　３　保証債務

連結会社以外の金融機関等からの借入に対し、債務

保証を行っております。

尼崎ユーティリティサービス㈱ 107百万円

恩欧富塗料商貿（上海）有限公

司
55百万円

計 162百万円

尼崎ユーティリティサービス㈱ 113百万円

恩欧富塗料商貿（上海）有限公

司
55百万円

計 168百万円

４　債権流動化に伴う買戻義務 2,780百万円 ４　債権流動化に伴う買戻義務 2,850百万円

　　　　――――――――――――

　

※５  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

　　受取手形 77百万円

　　支払手形 412百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 5,382百万円 4,638百万円

のれんの償却額 61百万円 61百万円

負ののれんの償却額 △0百万円 △0百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 958 5  平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

平成22年11月４日

取締役会
普通株式 774 4  平成22年９月30日 平成22年12月１日利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 942 5  平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月２日

取締役会
普通株式 738 4  平成23年９月30日 平成23年12月１日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

          １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 報告セグメント　
その他

(注)１

（百万円）

合計
（百万円）

調整額
(注)２
（百万円）

　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３
（百万円）

 
機能化学
品事業
（百万円）

ライフサ
イエンス
事業

（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高      　 　  

(1)外部顧客への売上高71,21717,95722,042111,2161,394112,611 － 112,611

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
46 1,121 19 1,1875,5876,774△6,774 －

計 71,26419,07822,061112,4046,982119,386△6,774 112,611

セグメント利益 5,3002,374 744 8,419 118 8,538△545 7,993

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、不動産販売及び管

理業務等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△545百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△546百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

          １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 報告セグメント　
その他

(注)１

（百万円）

合計
（百万円）

調整額
(注)２
（百万円）

　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３
（百万円）

 
機能化学
品事業
（百万円）

ライフサ
イエンス
事業

（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高      　 　  

(1)外部顧客への売上高71,17717,95522,274111,4061,200112,606 － 112,606

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
74 1,641 13 1,7305,5737,303△7,303 －

計 71,25219,59622,287113,1366,773119,910△7,303 112,606

セグメント利益 5,9221,8651,7189,505 82 9,587△743 8,844

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、不動産販売及び管

理業務等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△743百万円には、セグメント間取引消去△３百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△739百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 29円27銭 34円96銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 5,579 6,514

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,579 6,514

普通株式の期中平均株式数（千株） 190,633 186,363

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

　平成23年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ）中間配当による配当金の総額…………………738百万円

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月１日

　（注）平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月９日

日油株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 芳野　博之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西田　裕志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日油株式会社の平

成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日油株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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